
特定創業支援事業を受講し、十
分な知識を習得しましたか。 

十分な知識を習得しました。  

「認定連携支援事業者による特
定創業支援事業受講者証明書」
に必要事項を記入し、商工会へ
提出しましたか。 

提出しました。 

審査後、問題がなければ、商工会より、
「認定連携支援事業者による特定創業支
援事業受講者証明書」が発行されます。
その写しと共に、「経済産業省関係産業
競争力強化法施行規則（平成２６年経済
産業省令第１号）第７条第１項の規定に
よる証明に関する申請書」を市に提出し
ましたか。 

提出しました。 

 審査後、問題がなければ、市
より、証明書が発行されます。
証明書に基づき、各種優遇制度
（※２）を受けましょう。 

提出していません。 

上記申請書の様式は、市、商工
会の窓口、HPにありますので、
作成し、提出しましょう。 

提出していません。 

上記証明書の様式は、市、商工
会の窓口、HPにありますので、
作成し、提出しましょう。 

十分な知識を習得できていませ
ん。 

 再度特定創業支援事業を受け、
知識習得に努めましょう。 

「特定創業支援事業により支援を受けたことの証明」を得る手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１①起業塾、創業セミナー【実施機関：長岡京市商工会】 

②個別相談指導【実施機関：長岡京市商工会、日本政策金融公庫、京都信用保証協会】 

③専門家派遣【実施機関：京都信用保証協会】 

④インキュベーション施設【実施機関：長岡京市商工会】 

※２①登録免許税軽減 

株式会社等設立時の登録免許税が、資本金の０．７％から０．３５％に軽減されます。 

②日本政策金融公庫「新創業融資制度」における優遇 

上記制度の自己資金要件を充足したものとして、利用することができます。 

③京都信用保証協会「産業活力推進融資開業・経営承継支援資金」事業における優遇 

上記事業の保証料率が０.５％となります。 

④京都信用保証協会「創業関連保証」における優遇 

無担保、第三者保証人なしの創業関連保証の枠が１，０００万円から１，５００万円に拡充し、事業開始

の６か月前から支援を受けることができます。 

市への証明書申請に

必要となる商工会の

証明書の申請です！ 

国の補助金や登録免

許税の減額に必要と

なる市の証明書の申

請です！ 
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